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対応方針
理由

仙台湾南部海岸の直轄海岸保全施設整備事業は、侵食の著しい海岸において、砂浜の減少・消失に伴う海岸堤防の破壊や侵食・浸水被害を防
止するものである。ヘッドランド・養浜・海岸堤防を一体とした整備を推進することによって、その被害を防止し、地域住民が安心して暮らせる環境
を早期に整える必要がある。

社会経済
情勢等の
変化

･現在、実施している直轄海岸保全施設整備事業（侵食対策）の背後地となる岩沼市・山元町の人口・世帯数の推移を見ると、東日本大震災以前
までは人口の増減はあるものの世帯数は増加傾向であった。東日本大震災後となると、岩沼市・山元町共に人口の減少が著しく、特に被害の甚
大であった山元町では世帯数が大幅な減少(-12%)を示しており、背後地の社会的情勢等の変化は著しいと考えられる。

事業の進
捗状況

･平成12 年（工事着手年）に事業着手し、平成24 年度末現在で約27％(事業費ベース)の進捗率となっている。
･蒲崎工区の海岸堤防は、平成21年度に1,000m完成
･笠野・中浜工区のヘッドランドは、３基完成
･現在、中浜工区南部（緊急整備区間）のヘッドランド及び養浜を実施中

事業の進
捗の見込
み

･今後は、中浜工区南部（緊急整備区間）のヘッドランドを早期に完成させることに努めるとともに、合わせて養浜も実施して早急に砂浜の維持・再
生を図る。

対応方針 継続

B/C

2.8 1.2 1.4
感度分析 1.3残事業費（+10%～-10%）

残工期（+10%～-10%）

C:総費用(億円)

資産（-10%～+10%） 1.2
2.4
2.4 2.9 1.5

便益の主
な根拠

侵食防止面積：98ha、浸水防護面積（農地）：985ha、浸水防護戸数：362戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度

115 EIRR
（％）

4.6B:総便益
(億円)

466 C:総費用(億円)

2.4 2.9

351 B/C

175

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・事業の継続は妥当であると判断された。
＜都道府県の意見・反映内容＞
［宮城県知事］
・事業の継続実施に異議はありません。

平成２４年度

2.7

事業の効
果等

1.3

B:総便益
(億円)

466

B-C

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

･津波により飛散したコンクリートブロックや緊急復旧堤防の築堤に用いた捨石については、今後も実施していく直轄海岸保全施設整備事業（侵
食対策）の施設材料として利活用を図る。

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
1.4

･ヘッドランド及び養浜の整備で砂浜が維持されることによって、想定される範囲の侵食被害及び浸水被害が防止される。
･砂浜が長期的に安定維持されることは、海岸堤防の継続的な機能発揮に不可欠な要素である。
･侵食が進行した場合、浸水被害の発生頻度が高くなり、蒲崎工区では、震災後再開した南浜中央病院、平成25年度本格再開予定の浄化セン
ター、及び県道塩釜亘理線へも大きな影響を与える可能性がある。笠野・中浜工区では、震災復興計画の重点プロジェクトに位置づけられる農産
物などに大きな影響を与える可能性がある。
･砂浜を維持・再生することにより、震災後においても確認された貴重な動植物の保全が期待される。

残事業の
投資効率

事業期間

実施箇所 宮城県岩沼市、亘理郡山元町

事業諸元 ヘッドランド、養浜 等

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

平成12年度～平成68年度

総事業費
（億円）

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
･仙台湾南部海岸は、仙台湾沿岸（宮城県牡鹿半島黒崎～福島県茶屋ヶ岬）の南部に位置し、東北地方では数少ない延長約50km の長大な砂浜
海岸であり、背後地は仙台市、名取市、岩沼市、亘理町、山元町の３市２町にまたがっている。
･岩沼海岸（蒲崎工区）、山元海岸（笠野・中浜工区）においては、海岸侵食が近年特に著しい状況にあり、一部区間では砂浜が完全に消失してお
り、台風等による高波浪来襲時には海岸堤防等の被災も多く、今後も厳しい海岸侵食による海岸堤防等の被害及び砂浜の消失が懸念されてい
る。
･平成11 年に公布された「海岸法」では、防災・環境・利用の３つの面でバランスのとれた海岸管理を目指すこととされている。
･平成23 年3 月11 日に発生した東日本大震災の影響により仙台湾南部海岸の海岸堤防は全・半壊等の未曾有の被害を受けており、別途災害
復旧事業によりその復旧に現在全力で取り組んでいる状況であるが、侵食が著しく、自然の砂浜回復が見込まれない当海岸においては、海岸堤
防だけでは侵食・浸水等を防止することは困難であることから、海岸堤防と一体となって効果を発揮するヘッドランド及び養浜の整備が必要であ
る。

＜達成すべき目標＞
仙台湾南部海岸の直轄海岸保全施設整備事業は岩沼海岸（蒲崎工区）、山元海岸（笠野・中浜工区）において、①海岸の侵食防止（国土保全）、
②背後地の浸水被害防止、③環境及び利用も兼ね備えた砂浜の維持・再生、の3 つを目的に実施するものである。

＜政策体系上の位置付け＞
･政策目標：水害等災害による被害の軽減
･施策目標：高潮・侵食等による災害の防止・軽減を推進する

約505 残事業費（億円） 約370

担当課 水管理・国土保全局砂防部保全課海岸室 事業
主体

事業名
（箇所名）

仙台湾南部海岸直轄海岸保全施設整備事業 東北地方整備局
担当課長(室長)名 五道 仁実
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阿武隈川
仙台
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南部海岸

65.5km

●仙台湾南部海岸 位置図

直轄施行区域
１３．９ｋｍ
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事業名
（箇所名）

下関港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

担当課 港湾局海岸・防災課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 丸山　隆英

実施箇所 山口県下関市

該当基準 事業採択後長期間（5年間）が経過した時点で継続中の事業

主な事業の
諸元

護岸、護岸(改良)、胸壁、陸閘、水門

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・下関港海岸の背後地には人口や資産が集中しており、平成11年の台風18号をはじめ、台風来襲時の高潮によって大きな被害を受けてきた。ま
た、既設護岸の破損も多くの箇所で見受けられ、対策が必要となっている。

＜達成すべき目標＞
・本事業の実施により、高潮により想定される浸水被害を軽減すること。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 平成20年度 完了 平成29年度

総事業費（億
円）

135 残事業費（億円） 99

32.2

便益の主な
根拠

浸水面積：約257ha
浸水戸数：約2570戸
浸水区域における一般資産等評価額：約813億円

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成24年度

B:総便益
(億円)

2,226 C:総費用(億円) 131 全体B/C 17.0 B-C 2,095
EIRR
（％）

23.4

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　要　(-10％ ～ +10％)　　　　  　15.3 ～ 18.7　　　　　　　 21.1 ～ 25.7
建 設 費　(+10％ ～ -10％)　　 　　　 15.8 ～ 18.3　　　　　　　 21.3 ～ 26.0
建設期間　(+10％ ～ -10％)　  　　　　16.6 ～ 17.4　　　　　　　 23.0 ～ 23.8

事業の効果
等

・想定される浸水地域における一般資産、公共土木施設、公共事業等の被害が軽減できる。
・その他、定性的な効果として、護岸崩落によるがれき等の関門航路への流出防止による海上輸送機能の確保、背後道路への越波の解消による
大幅な迂回や渋滞の軽減のほか、人的な被害を軽減するとともに、地域住民の不安を解消できる。

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

2,226 C:総費用(億円) 95 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし。

主な事業の
進捗状況

総事業費135億円、既投資額36億円
平成24年度末現在　事業進捗率27％

主な事業の
進捗の見込
み

平成29年度完了予定

平成24年度 第２回九州地方整備局事業評価監視委員会において、審議の結果「事業継続」で了承された。
その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

護岸背後の作業スペースに制約があるため、護岸本体の基礎工を作業スペースと兼ね、仮設構造物が不要となる断面とすることでコストを縮減。

対応方針 継続

対応方針理
由

十分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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下関港海岸 直轄海岸保全施設整備事業

山陽地区

長府・壇ノ浦地区

下関港海岸

下関市

下関港海岸
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